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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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（小事業名）

都市計画総務費 旧細川邸やなせ宿等維持管理費

事業目的（めざす効果）

　地域資源の情報発信を行い、市民や来訪者の交流、
集客に努めると共に、地域住民による自主自立のまち
づくりを推進し、暮らしと伝統文化等が結びついた活力
あるまちづくりを目指します。

事業内容

H.29年度(事業計画)

5031

都市整備部 都市計画室 山森　幹

事務事業名

担当部局名

5031 (H.25)No.

事業コード 410601

担当室名 室長名

(H.26)No.

旧細川邸やなせ宿等維持管理費

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし

基本政策 魅力的な都市環境づくり

施 策 市街地整備

小 施 策 中央部のまちづくり

重点施策コード 4-3.魅力ある市街地の形成

H.25年度（事業量・取組実績） H.26年度（事業量・取組計画）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

主な事業の
実績・計画

・需用費（833千円）
　電気、ガス、水道料金 806
千円
　消耗品 27千円

・役務費（349千円）
　電話等通信費 141千円
　浄化槽維持管理費 208千円

・施設維持管理等委託料
（4,833千円）
　施設管理運営委託

・需用費（944千円）
・役務費（362千円）
・施設維持管理等委託料
（4,984千円）

会計区分

一般会計

土木費

都市計画費

　町屋改修のモデルとして整備された「やなせ宿」にお
いては、地域活動や生涯学習の場としての貸し館事業
や、名張地区既成市街地に訪れるきっかけづくりや来
訪者をおもてなしする場として必要な事業（情報発信、
飲食、物販等）を実践しながら、施設の活用と管理・運
営を行います。

H.27年度(事業計画) H.28年度(事業計画)

・需用費（950千
円）
・役務費（370千
円）
・施設維持管理等

指定管理者制度
導入
（所管異動の検
討）

（中事業名）※予算書事業名

旧細川邸やなせ宿等維持管理費

(1)

(2)

５．今後の方向性（担当室による内部評価）

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（現行）

　年間2万人前後の入館・施設利用が定着してきており、開設5周年記
念の「やなせ祭り」においては、施設を中心に堤防道路を会場にした
地域ボランティア団体による市制60周年記念行事と共催するなど、地
域活動と一体となった施設の利活用が図られています。

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

　名張らしさを活かすまちづくりを行い、一定の収益を生み出すことに
より、長期に継続して運営できる施設としての管理体制を検討しま
す。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ａ（２つ以上の施策指標達成に貢献又は基本方針達成に特に貢献）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

実践している（※実践内容を記載→）

　指定管理者制度の導入に向け、各種関係団体等との調整協議を
行います。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

H.29年度(計画予算)H.28年度(計画予算)H.27年度(計画予算)H.26年度(作成時予算額)H.25年度（決算見込）

　地域ビジョンの実現に向けて、より自主的な施設の利活用を促進す
るため、指定管理者制度導入の検討・協議に取り組みます。

考察（H.25年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

①直接事業費

　施設管理運営委託
　施設維持管理費他

6,015千円 6,290千円 6,320千円

・施設維持管理等
委託料5,000千円）

討）

0.50人

117

0.40人

05,898 6,180 6,320 0

110

0千円 0千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（使用料）

地方債

一般財源 (0)

0千円(0千円) 10,495千円 10,010千円 10,040千円①+②総事業費

臨時職員等

職員

0千円

0.40人

(0千円) 4,480千円 3,720千円

0.40人

人
工
数

②概算人件費 3,720千円

0.40人

0.40人

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

　地域ビジョンの実現に向けて、より自主的な施設の利活用を促進するため、指定管理者制
度導入の検討・協議に取り組みます。


